
 

 昨年の 7 月に「改正

健康増進法」が参議院

で可決成立しました。

今後は経過措置を経た

うえで、東京オリンピ

ック・パラリンピック

が開催される 2020 年

4 月に全面施行される

見込みです。しかし、

子供・患者等が利用す

る学校や病院等は、

2019 年７月 1 日から

規制開始となります。

これまでは努力義務で

したが、今後違反があ

った場合は、罰則が課

せられる法律に変わり

ます。今回は、受動喫

煙対策そして禁煙につ

いて説明します。 

第二十五条 

学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会

場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施設、

飲食店その他の多数の者が利用する施設を管

理する者は、これらを利用する者について、

受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境におい

て、他人のたばこの煙を吸わされることをい

う。）を防止するために必要な措置を講ずる

ように努めなければならない。 

 現行の受動喫煙対策が、法律でどのように定め

られているかご存知でしょうか。受動喫煙につい

ては「健康増進法」の25条で定められています。 

 職場は上記各種施設のうち「事務所」に該

当し、「受動喫煙を防止するために必要な措

置を講ずるように努めなければならない」と

されています。簡単に言えば、「受動喫煙を

防止するために努力しましょう」ということ

で、仮にこれを守らなかったとしても、特に

お咎めはありません。 

① 屋内への喫煙場所の設置は不可 

一般的な企業の場合、「原則的に屋内喫煙は禁止、ただし喫煙専用室を設置

するのであれば可」とされています。しかし、学校・病院の場合は、『屋内

の全ての場所に加えて、特定屋外喫煙場所を除く屋外の場所も禁煙』となり

ます。屋内で喫煙することはできず、敷地内の屋外に設置した特定屋外喫煙

場所でのみ喫煙が可能です。 

 

 

② 喫煙禁止場所における喫煙には罰則も適用 

受動喫煙対策法が施行された後は、喫煙のできる場所が前述のとおり厳格に

定められます。禁煙とされた場所で喫煙した場合、罰則が適用されます。 

③ 事業者としての求められる対応 

事業者側には、主に下記のような対応が「義務」として求められます。 

「喫煙室だとわかる旨、および20歳未満の立ち入りを禁止する旨を掲示」 

20歳未満の人を喫煙室に立ち入らせないことも「義務」の一つにあたりま

す。若い従業員のいらっしゃる職場では、特に留意する必要があります。 

「喫煙室以外に喫煙器具や設備を置いてはいけない」 

事業者の方は、屋外に喫煙室を設置するとともに、喫煙室以外からは喫煙器

具を撤去しなくてはいけません。 

1. 喫煙場所と非喫煙場所が明確

に区別できるように区画され

ていること 

2. 当該場所が喫煙場所であるこ

とが認識できるようにその旨

を記載した標識が掲示されて

いること 

3. 施設利用者が通常立ち入らな

い場所に設置されていること 

(建物の裏や屋上など、喫煙の

ために立ち入る場合以外には

通常利用することのない場所) 



残念ながら、受動喫煙対策を行っても、受動喫煙をゼロにすることはでき

ないとされています。受動喫煙が防ぎにくい理由として、 

① 喫煙場所から必ずたばこの煙が漏れる 

② 喫煙場所の掃除や機器メンテナンスを行う労働者が濃厚な受動喫煙を受

ける 

③ 煙だけでなく、喫煙者の服や髪についている残留物にも有害物質が多く

含まれる 

などが挙げられます。特に③の残留物吸引による受動喫煙を3次喫煙(サード

ハンドスモーク)といい、これも十分危険性があることがわかってきました。 

 壁や衣服に残留したたばこのニコチン

が、空気中の亜硝酸という物質と反応し、

最も強力な発がん物質とされるニトロソア

ミンが作られます。空気と反応するので時

間が経過するごとに作られてしまうため、

残存期間は長く、数ヶ月間消えずに残存す

るとも言われています。屋外で吸っている

から、または家族がいない時に吸っている

から大丈夫ということはないのです。 

 特に、抱っこ、ハイハイや指しゃぶりを

する子供に影響が大きいとされています。 

 加熱式タバコとは、タバコ葉を加熱し、その蒸気を吸引するものです。タ

バコ葉を燃やしてその煙を吸う従来の紙巻きタバコと比べると、燃やさない

のでタールが発生せず、より害が少ないと言われています。「有害物質を約

90％低減している」と宣伝で聞いたことがあるかと思います。 

確かに、一酸化炭素、クロトンアルデヒドらの有害物質は確かに90％近く

削減されていますが、ホルムアルデヒド、アクロレインなどの他の有害物質

に関しては20％ほどしか削減されていないこともわかっています。 
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